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資料 １

令和２年１１月６日

第１回中野区消防団運営委員会資料

前回の答申概要の報告及び今回の諮問に対する検討事項について

資料作成

野方消防署警防課防災安全係



答申内容 対応方針

基本団員の負担軽減や活動しやすい環境

を整備するため、より積極的な導入が必

要である。

全特別区消防団が更なる拡充を実施し、基本

団員の負担軽減や、入団促進及び退団者への

働きかけを実施してください。

任 務

主に要請回数が多い応急救護訓

練指導、防火防災訓練指導、広

報活動及び警戒活動に指定する

ことが必要

各消防団の住民指導や広報活動などの状況、

各団員の出場状況及び資格等に応じて、負担

軽減等が図られるように次の任務を指定して

ください。

・応急救護訓練指導 ・警戒活動

・防火防災訓練指導 ・広報活動 など

※機能別団員は基本団員であることから、指

定された任務以外の活動を妨げるものでは

ありません。

対象者

女性や学生、家庭や仕事等の事

情で退団を希望する団員、経験

があり指導助言ができる団員

（アドバイザー）などを対象と

することが必要

次の対象者を指定してください。

・家庭や仕事等の事情で退団を希望する団員

・管轄区域内に在学する学生

・定年退団団員

・経験があり指導助言ができ、且つ希望する

団員など

特別区消防団運営委員会の答申及び対応方針について

近年、地震や台風等の大規模災害により、各地で甚大な災害が発生している。

そのような中、地域防災力の要である消防団員は減少し続けており、地域防災

力の低下が懸念されている。そのため、総務省消防庁は特定の活動に従事する

「機能別団員」の制度導入を各自治体に要請しており、２０１８年１月には「消

防団員の確保方策等に関する検討会」の報告書により、大規模災害時に消防団

活動を行う「大規模災害団員」の導入についても提案がなされた。

このことから、機能別団員の更なる拡充等、特別区消防団の組織力を強化す

るための方策について諮問した。

２ 諮問の趣旨

１ 諮問事項

特別区消防団の組織力を強化するための方策はいかにあるべきか

（審議期間：平成３１年１月から令和２年３月まで）

３ 機能別団員



※団長や分団長と面談等を実施し指定してく

ださい。

処 遇

服 装

業務内容等により、活動回数や

時間など、定量比較ができない

ため基本団員と差異をつけない

ことが必要

基本団員と同様としてください。

階 級

原則として団員とする。ただ

し、リーダー的存在となり、一

定の知識及び技術を身につけた

団員については、班長とするこ

とが必要

・階級は原則として「団員」とします。ただ

し、リーダー的存在となる団員について

は、「班長」とすることも可能です。

※各分団に定められている「班長」の定数に

注意してください。

・基本団員として活動可能となった場合は、

基本団員に準じてください。

配置先

地域の実情や業務内容により、

団本部付け又は、分団本部付け

にすることが必要

配置先は、各消防団の実情に応じて団本部又

は分団本部を指定

答申内容 対応方針

大規模災害時の人員確保等を図るため導

入が必要である。

大規模災害団員導入のため関係条例・規程等

を改正する。

任 務

大規模災害発生時における避難

誘導、災害情報の収集、消火、救

助活動の支援等を行うことが必

要

○災害活動を指定

・災害情報の収集 ・避難誘導

・消火活動支援 ・救助活動支援など

○大規模災害団員活動要領の作成

○定期的な訓練の実施

（例：水防訓練、震災訓練、消防団合同点検）

対象者

消防職団員ＯＢや、医療関係従

事経験者などの専門的な知識・

技術を有する者を対象とし、人

数を制限することが必要

○対象者を限定し入団促進、退団予定者に働

きかけを実施

・消防職団員ＯＢ

・医療関係従事経験者など、災害対応に必

要な専門的知識及び技術を有していると

消防団長が認めたもの

○定数を指定

・定数１６,０００人の内数の中で大規模災

害団員の定数を定める

４ 大規模災害団員



処 遇

服 装

大規模災害時に限定しているこ

とから、服装について活動に必

要なものとし、費用弁償や退職

報償金については基本団員と同

額、年額報酬は減額とすること

が必要

【処遇について】

○基本団員と差別化を図るもの

・年額報酬を減額

○基本団員と差別化を図らないもの

・費用弁償や退職報償金

【服装について】

○基本団員と差別化を図る

・給貸与品は、活動に特化したものとし制

服以外を貸与

階 級

原則として団員とする。但し、リ

ーダー的存在となり、一定の知

識及び技術を身につけた団員

は、班長とすることが必要

○階級を限定

・原則として「団員」・リーダー的存在とな

る団員は、「班長」とすることが可能

※各団本部に定められている「班長」の定数

に注意してください。

配置先

原則として、消防団管轄区域で

の活動が期待されることから団

本部付けとすることが必要

○配置先を「団本部」に指定



課 題 検 討 の 方 向 性

⑴ 災害状況等に応じた、招集

及び任務班の編成時期

・警戒レベルに応じた段階的な招集人員、任務班の編成

時期や優先順位について

・最低限必要な消防力を確保する観点から、現員数も考

慮し、平時の火災に対応する消火班等の確保を考慮し

た任務班の編成について

⑵ 水災活動時の教育訓練及び

安全管理

・水災活動に関する安全管理要領を含めた教育・訓練方

法について

⑶ 河川越水等による浸水時の

機能移転計画

・消防署隊と連動した団本部の機能移転計画について

・浸水危険地域で一時的に最低限移動が必要と考える

車両・資機材や移動先又は時期について

・団員の退避時期について

特別区消防団運営委員会の諮問について

地域に密着した消防団は、平常時において消火活動をはじめ防火防災訓練指

導など献身的な活動をしており、水災時の活動においても大いに期待されてい

る。

近年、気候変動等の影響により、超大型台風や局地的豪雨による災害が発生

しており、令和元年１０月に発生した台風１９号では、多くの消防団員が水災

事象に対応し、避難誘導、土のうを活用した浸水防止活動及び排水活動などに

従事したところである。

こうした中で、消防団の活動体制、避難所支援等の対応、装備資機材・分団

本部施設の充実強化などの課題が抽出された。

このことから、水災時において消防団員が効果的に活動するための具体的な

方策について諮問するものである。

２ 諮問の趣旨

１ 諮問事項

水災時において消防団員が効果的に活動する方策はいかにあるべきか

（審議期間：令和２年８月から令和３年７月まで）

３ 課題及び検討の方向性



⑷ 広範囲の浸水による長時間

活動などに伴う応援体制等

・消防長又は消防署長の命令があるときは、その区域外

においても行動することができることを前提とした、

相互応援体制（隣接応援・行政区内応援・方面内応援）

のあり方について

・人員、資機材、隣接地域の災害対応補完隊など相互応

援の活動内容について

・相互応援体制や災害対応補完ができる条件について

⑸ 情報収集体制の強化

・インターネットによる情報収集環境の整備

・オンラインでの情報連絡・報告環境の拡充等について

・平常時での活用方法について

⑹ 住民等からの避難所支援の

要請対応

・消防の指揮命令系統及び区が主導する避難所の運営

体制の再確認について

・消防団は災害対応が本来業務であり最優先事項であ

ることの再確認について

・避難所に対する消防機関（消防署、消防団）の協力内

容や方法について

・災害が発生し、又は発生するおそれがある場合におけ

る、消防団の避難誘導のあり方及び消防団活動として

の要配慮者の避難支援ついて

⑺ 予想を超える水災に対する

装備資機材の増強

・人員、資機材の増強による活動能力の向上

・新たな装備資機材の導入

・装備資機材の増強

・資機材の改良による活動能力の向上

⑻ 分団本部施設のスペース等

の確保及び機能向上

・施設の規模

・施設の機能・設備

・資機材の整備



資料 ２

委員会日程（案）

開催回 審議内容

第１回

令和２年１１月６日（金）

１３時３０分から１５時３０まで

１ 前回の答申概要の報告及び今回の

諮問に対する検討事項について

２ 委員会日程について

３ 次回の審議予定

第２回

令和３年１月中

１ 骨子に沿った審議

２ 答申案の作成

３ 次回の審議予定

第３回

令和３年４月中または５月中

１ 答申案の審議

２ 答申の決定


